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議案第109号~115号資料

令 和 6 年度補正予算概要

◇ 一般会計（第8号）

補正前予算額124,736,144千円に 6,912,059千円を追加し、

総額 131,648,203千円とする。

◎ 歳入

0地方特例交付金

• 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填 2,833千円

特別交付金追加

0地方交付税

・普通交付税追加 594,635千円

0使用料及び手数料

・市民プール使用料追加 2,105千円

・総合運動場使用料減 △ 2,000千円

・市民体育館使用料減 △ 3,000千円

• 航空記念公園野球場使用料追加 3,300千円

0国庫支出金

・障害者自立支援給付費負担金追加 379,574千円

・障害児通所給付費等負担金追加 4,485千円

・子どものための教育・保育給付交付金追加 522,897千円

・子育てのための施設等利用給付交付金（過年度分） 1,683千円

（児童福祉費負担金）

・子どものための教育・保育給付交付金（過年度分） 10,093千円

• 生活保護費等負担金追加 17,250千円

・未熟児養育医療負担金（過年度分） 1,225千円

・子育てのための施設等利用給付交付金（過年度分） 2,167千円

（幼稚園費負担金）

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金減 △ 373,382千円

・地域介護•福祉空間整備等交付金減 △ 27,879千円

・子ども・子育て支援交付金追加 9,386千円

・母子保健衛生費補助金追加 1,761千円

．疾病予防事業費等補助金減 △ 414,543千円

・社会資本整備総合交付金（道路新設改良等工事費）追加 1,328千円

・無電柱化推進計画事業費補助金減 △ 12,100千円

・デジタル田園都市国家構想交付金 4,605千円

・社会資本幣備総合交付金（市営住宅維持費）減 △ 2,764千円

• 特別支援学級就学奨励費補助金減（小学校費補助金） △ 451千円

・防音事業関連維持費補助金減（小学校費補助金） △ 5,105千円

-6 -

2,833千円

594,635千円

405千円

115, 446千円



• 特別支援学級就学奨励費補助金減（中学校費補助金） △ 522千円

・防音事業関連維持費補助金減（中学校費補助金） △ 3,016千円

・ナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点施設 △ 1,246千円

事業委託金減

0県支出金 452,927千円

・障害者自立支援給付費負担金追加 189,787千円

・障害児通所給付費等負担金追加 2,242千円

・子どものための教育・保育給付費負担金追加 188,487千円

・子育てのための施設等利用給付交付金（過年度分） 841千円

（児童福祉費負担金）

・子どものための教育・保育給付費負担金（過年度分） 4,280千円

・末熟児養育医療負担金（過年度分） 612千円

・子育てのための施設等利用給付交付金（過年度分） 1,083千円

（幼稚園費負担金）

・乳幼児医療費支給事業補助金減 △ 240,563千円

• 特別保育事業費補助金追加 13,414千円

・難聴児補聴器購入助成事業費補助金追加 489千円

・地域子育て支援拠点事業費補助金減 △ 516千円

・教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金追加 14,227千円

・保育体制強化事業費補助金追加 15,796千円

・保育補助者雁上強化事業費補助金追加 22,780千円

・子育て短期支援事業補助金追加 240千円

• こども医療費支給事業補助金 240,563千円

・健康増進事業費補助金減 △ 1,222千円

・広域連携によるスマート自治体転換等支援事業 △ 2,519千円

補助金減

・地域公共交通DX・コンパクト＋ネットワーク促進事業 2,906千円

補助金

0寄附金 5,104千円

・交通事故防止啓発事業等寄附金追加 23千円

・ふるさと応援寄附金追加 2,126千円

• まち・ひと・しごと創生寄附金追加 2,000千円

・緑の基金寄附金追加 955千円

0繰入金 18,676千円

• 財政調照基金繰入金追加 80,596千円

既計上額 5,985,606千円

・マチごとエコタウン推進基金繰入金追加 1,845千円

・緑の基金繰入金減 △ 5,765千円

・道路整備基金繰入金減 △ 58,000千円
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0繰越金 4,898,283千円

• 前年度繰越金追加 4,885,210千円

・ふるさと応援寄附金繰越金 10,097千円

・小中学生文化スポーツ振興基金寄附金繰越金 200千円

・緑の基金寄附金繰越金 2,776千円

0諸収入 687,113千円

．預金利子追加 9,329千円

・デジタル基盤改革支援補助金減 △ 99,880千円

・後期高齢者保健事業等補助金追加 3,080千円

・子育て短期支援事業利用料追加 168千円

・過年度分放課後児童健全育成事業委託料返還金 761千円

・過年度分児童クラブ施設管理委託料返還金 2,340千円

・過年度分児童館施設管理委託料返還金 1,261千円

．がん検診収入減 △ 4,052千円

・骨粗しょう症検診収入減 △ 714千円

・一般廃棄物処理施設検討事業負担金受入金減 △ 1,259千円

・新型コロナ定期接種ワクチン確保事業助成金 103,750千円

・歩行者デッキ建設負担金 672,329千円

0市債 136,637千円

• 清掃施設整備事業債追加 184,900千円

・道路新設改良事業債減 △ 1,100千円

・橋りょう整備事業債減 △ 12,800千円

・北野下宮線道路築造事業債減 △ 58,500千円

・所沢駅ふれあい通り線道路築造事業債追加 5,400千円

・小学校施設整備事業債減 △ 2,800千円

・中学校施設幣備事業債追加 1,000千円

・臨時財政対策債追加 20,537千円

歳入合計 6,912,059千円
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◎ 歳出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

0総務費

• 財政調整基金積立

・ふるさと応援基金積立追加

• 森林環境基金積立

• まち・ひと・しごと創生基金積立追加

◎ 駐車場借用事業

（山口まちづくりセンター整備事業の一環）

◎ 交通事故防止啓発用品購入事業

（交通安全運動推進事業の一環）

◎ 西所沢駅西口改札口開設事業

・通信運搬費追加

• その他事業費の確定等による減

0民生費

◎ 障害福祉サービス事業（障害福祉サービス費審査

手数料・医師意見書手数料）

◎ 障害福祉サービス事業（介護給付費）

◎ 障害福祉サービス事業（訓練等給付費）

◎ 障害福祉サービス事業（計画等相談支援給付費）

◎ 総合健康診断（人間ドック）補助事業

◎ 介護保険利用者負担助成事業

・介護保険特別会計へ繰出

（事務費分）減

・後期高齢者医療特別会計へ繰出

（事務費分）減

・国民健康保険特別会計へ繰出

（事務費分）追加

（運営費分）減

◎ 児童クラブ施設整備事業（第二所沢児童クラブ）

◎ 障害福祉サービス事業（介護給付費）

◎ 障害児相談支援事業

◎ 難聴児補聴器購入助成事業

◎ 子育て短期支援事業

◎ 民間保育園保育実施委託事業

◎ 特定教育・保育施設等給付費負担金事業
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5,498,009千円

7,681千円

2,373千円

200千円

378千円

42千円

970千円

1,362千円

△ 473,303千円

562千円

311,316千円

422,502千円

16,070千円

3,540千円

1,380千円

△ 27,620千円

△ 8,494千円

1,554千円

△ 313,060千円

20,000千円

9,261千円

8,971千円

978千円

888千円

399,139千円

527,003千円

5,037,712千円

1,911,679千円



◎ 障害児保育事業 11,353千円

◎ 特別保育事業 36,863千円

◎ 特定教育・保育施設等保育の質改善費補助事業 66,765千円

◎ 生活保護扶助事業 23,000千円

• 国・県補助金等返還金 578,477千円

• その他事業費の確定等による減 △ 178,769千円

0衛生費 346,676千円

◎ 小児科救急医療病院群輪番制事業 18千円

◎ 所沢市保健所整備事業 285千円

◎ がん検診事業 73,135千円

・通信運搬費追加 301千円

◎ 再生可能エネルギー普及推進事業（警備業務委託） 1,845千円

・緑の基金積立追加 4,660千円

◎ 妊娠・出産つづけてサポート事業（産後ケア） 3,522千円

・国・県補助金等返還金 361,825千円

• その他事業費の確定等による減 △ 98,915千円

0商工費 △ 905千円

・地域産業活性化基金積立 3,614千円

• その他事業費の確定等による減 △ 4,519千円

0土木費 37,519千円

◎ 道路安全施設整備事業 10,384千円

◎道路施設等維持管理事業 132,089千円

◎ 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業(1工区） 6,100千円

・狭山ケ丘土地区両整理特別会計へ繰出減 △ 2,883千円

・所沢駅西口士地区画整理特別会計へ繰出追加 3,765千円

• その他事業費の確定等による減 △ 111,936千円

0消防費 △ 2,946千円

・事業費の確定等による減 △ 2,946千円

0教育費 △ 84,914千円

◎ 小・中学生文化スポーツ振奥基金事業 200千円

◎ 教科書改訂に伴う教科書等整備事業（小学校・ 74,788千円

中学校）

• 国・県補助金等返還金 13,629千円

• その他事業費の確定等による減 △ 173,531千円
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0公債費 △ 72,184千円

・民生債減（利子） △ 858千円

・衛生債減（利子） △ 4,066千円

• 上木債減（利子） △ 21,896千円

・消防債減（利子） △ 496千円

・教育債減（利子） △ 23,419千円

・臨時財政対策債減（利子） △ 21,449千円

＜給与費等＞ △ 260,578千円

・報酬（会計年度任用職員分） △ 36,394千円

・給料 △ 120,826千円

・職員手当等 △ 16,354千円

・共済費 △ 94,625千円

．費用弁償（会計年度任用職員分） △ 1,099千円

・退職手当負担金 8,720千円

歳出合計 6,912,059千円

◎繰越明許費（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

◎児童クラブ施設整備事業（第二所沢児童クラブ）

（事業概要調書は35ページ）

・情報システム標準化対応事業（健康管理システム分）

• 第2一般廃棄物最終処分場幣備に伴う周辺幣備事業

◎ 第2一般廃棄物最終処分場幣備事業

（事業概要調壽は53ページ）

◎道路改良事業（事業概要調書は61ページ）

・県道所沢青梅線狭山湖入口交差点改良事業

・歩きたくなる街路樹づくり事業

・橋りょう等長寿命化修繕事業

• 松戸橋改築事業

• 河川・水路維持管理事業

◎地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）運行事業

（事業概要調書は64ページ）

• 北野下富線道路築造事業

• 土地利用転換推進事業

・学校施設長寿命化改修事業

（公共施設マネジメント推進事業の一環）

・公民館施設整備事業

（山口公民館太陽光発電設備設置工事）
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20,000千円

39,501千円

570千円

4,503千円

24,126千円

9,358千円

34,200千円

46,090千円

152,866千円

22,543千円

8,328千円

274,100千円

234,582千円

52,650千円

106,898千円



◎債務負担行為の補正（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

0追加

◎事業用備品費（事業概要調書は24ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 28,008千円

◎施設瞥備委託料（事業概要調書は49ページ）

期間 令和7年度から令和10年度まで

限度額 688千円

◎東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料（事業概要調書は51ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 固定費111,728千円と変動費の追加額を合計した額に消費税及び

地方消費税を加算した額

◎西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料（事業概要調甚は52ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 固定費51,879千円と変動費の追加額を合計した額に消費税及び

地方消費税を加算した額

◎ 第2一般廃棄物最終処分場搬出入路整備工事（事業概要調書は53ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 89,650千円

◎ 第2一般廃棄物最終処分場包括運営業務委託料（事業概要調書は55ページ）

期間 令和7年度から令和12年度まで

限度額 903,789千円

◎道路維持補修工事（市道2-1号線・市道3-575号線・市道4-707号線）

（事業概要調壽は57ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 60,863千円

◎道路改良等舗装新設工事（市道3-5号線）（事業概要調書は61ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 45,000千円

◎市内循環バス運行に関する協定書に基づく損失補償（事業概要調書は63ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 187,260千円

◎ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（ニケ島地区）

（事業概要調書は64ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 36,458千円
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◎ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（柳瀬地区）（事業概要調書は64ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 37,773千円

◎ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（富岡地区）（事業概要調書は64ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 23,459千円

◎公園施設整備工事（北野公園市民プールプール槽塗装剥離及び塗装工事）

（事業概要調書は66ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 10,452千円

◎施設改修工事（東所沢小学校受変電設備改修工事）（事業概要調書は69ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 56,991千円

◎施設改修工事（南陵中学校受変電設備改修工事）（事業概要調書は70ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 56,397千円

◎ 「旭橋」復元電灯設置工事（事業概要調害は71ページ）

期間 令和7年度まで

限度額 3,500千円

0変更

◎西所沢駅西口開設事業費負担金（事業概要調書は28ページ）

補正前 期間 令和7年度まで

限度額 21,000千円

補正後 期間 令和7年度まで

限度額 35,840千円

・標準準拠システム移行委託料

補正前 期間

限度額

補正後 期間

令和7年度まで

279,495千円

令和7年度まで

限度額 118,724千円

・公共施設太陽光発電設備借料

補正前 期間 令和7年度から令和16年度まで

限度額 909,122千円

補正後 期間 令和7年度から令和17年度まで

限度額 405,188千円

- 13 -



◇交通災害共済特別会計（第 1号）

◎ 

◎ 

補正前予算額 31,000千円に 24,870千円を追加し、

総額 55,870千円とする。

歳入

0共済会費収入

・共済会費収入減

0繰越金

• 前年度繰越金追加

歳 出

0事業費

・共済見舞金追加

-14 -

△ 14,099千円

△ 14,099千円

38,969千円

38,969千円

歳入合計 24,870千円

24,870千円

24,870千円

歳出合計 24,870千円



◇ 狭山ケ丘土地区画整理特別会計（第 1号）

補正前予算額 236,000千円から 2,883千円を減額し、

総額233,117千円とする。

◎ 歳入

0繰入金

• 一般会計繰入金減

◎ 歳出

0狭山ケ丘土地区画整理事業費

＜給与費等＞

・給料

・職員手当等

・共済費

・退職手当負担金

◎継続費の補正 年割額の変更

-15 -

△ 2,883千円

歳入合計

△ 300千円

△ 1,895千円

△ 648千円

△ 40千円

歳出合計

△ 2,883千円

△ 2,883千円

△ 2,883千円

△ 2,883千円



◇所沢駅西口土地区画整理 特別会計（第3号）

補正前予算額 990,735千円に 3,765千円を追加し、

総額 994,500千円とする。

◎ 歳入

0繰入金

• 一般会計繰入金追加 3,765千円

歳入合計

3,765千円

3,765千円

◎ 歳出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

0所沢駅西口土地区画整理事業費 3,765千円

◎ 所沢駅西口士地区画整理事業

・所沢駅西口士地区画整理事業債利子減

16,654千円

△ 12,889千円

歳出合計

◎継続費の補正（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

0変更

◎ 所沢駅西口土地区画整理事業（事業概要調書は72ページ）

補正前

総額

事業年度

補正後

総額

事業年度

11,065,397千円

令和7年度まで

11,969,843千円

令和8年度まで

-16 -

3,765千円



◇国民健康保険特別会計（第3号）

◎ 

補正前予算額 31,992,907千円に 165,661千円を追加し、

総額 32,158,568千円とする。

歳 入

0県支出金

・保険給付費等交付金（普通交付金）追加 24,110千円

・保険給付費等交付金（特別交付金）

特定健康診査等負担金（過年度分）追加 24,657千円

0繰入金

・事務費繰入金追加 1,554千円

・運営費繰入金減 △ 313,060千円

• 国民健康保険財政調整基金繰入金追加 428,400千円

歳入合計

48,767千円

116,894千円

165,661千円

◎ 歳出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

0総務費 1,554千円

・通信運搬費追加 1,554千円

0保険給付費 24,110千円

◎ 一般被保険者療養給付費 24,110千円

0国民健康保険事業費納付金 21,648千円

◎ 一般被保険者医療給付費分納付金 28,178千円

◎ 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金 19,356千円

・介護納付金分納付金減 △ 25,886千円

0保健事業費 1,982千円

・通信運搬費追加 1,982千円

0諸支出金 116,367千円

・保険給付費等交付金償還金追加 116,367千円

歳出合計 165,661千円

-17 -



◇介護保険 特 別 会 計 （ 第3号）

補正前予算額 29,612,732千円から 27,620千円を減額し、

総額 29,585, 112千円とする。

◎ 歳入

0繰入金

・事務費繰入金減 △ 27,620千円

△ 27,620千円

歳入合計 △ 27,620千円

◎ 歳出

0総務費

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

△ 27,620千円

・介護保険システム改修委託料減 △ 26,876千円

・通信運搬費追加 1,552千円

．費用弁償減 △ 2,296千円

0保険給付費 O千円

・居宅介護サービス給付費減 △ 56,800千円

◎ 保険給付事業 56,800千円

歳出合計 △ 27,620千円

-18 -



◇後期高齢者医療特別会計（第2号）

補正前予算額 6,476,653千円から 8,494千円を減額し、

総額 6,468,159千円とする。

◎ 歳入

二
◎ 歳出

0総務費

・報酬

・職員手当等

・共済費

・旅費

・標準準拠システム移行委託料減

◎債務負担行為の補正

0廃止

・標準準拠システム移行委託料

期間 令和7年度まで

限度額 62,722千円

-19 -

△ 8,494千円

歳入合計

△ 1,544千円

△ 537千円

△ 440千円

△ 100千円

△ 5,873千円

歳出合計

△ 8,494千円

△ 8,494千円

△ 8,494千円

△ 8,494千円



0令和6年度補正予算比較表

（単位：千円）

予算額

会 計名 補正前 補正後 比 較 備 考

2
0
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後期高齢者医療特別会計 6,476,653 6,468,159 △ 8A94 



令和6年度補正予算（一般会計）主な事業内容

事業費 事業概

款 主 な 事 業 内 合点
（千円）

担 当 課 要調書
ページ

総務費 事業用備品費（自動体外式除細動器更新） 企画総務課 24 

駐車場借用事業（山口まちづくりセンター幣備事業の一環） 378 山口まちづくりセンター 26 

交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全運動推進事業の一環） 42 防犯交通安全課 27 

西所沢駅西口改札口開設事業 970 II 28 

高齢者支援課•こども福祉課•青
民生費 事業用備品費（自動体外式除細動器更新） 少年課・保育幼稚園課 24 

障害福祉サービス事業（障害福祉サービス費審査手数料・医師意見書手数料） 562 障害福祉課 29 

障害福祉サービス事業（介護給付費） 311,316 II 30 

障害福祉サービス事業（訓練等給付費） 422,502 II 31 

21 

障害福祉サービス事業（計両等相談支援給付費） 16,070 II 32 

総合健康診断（人間ドック）補助事業 3,540 国民健康保険課 33 

介護保険利用者負担助成事業 1,380 介護保険課 34 

児童クラブ施設照備事業（第二所沢児童クラブ） 20,000 青少年課 35 

障害福祉サービス事業（介護給付費） 9,261 こども福祉課 36 

障害児相談支援事業 8,971 II 37 

難聴児補聴器購入助成事業 978 II 38 

子育て短期支援事業 888 こども家庭センター 39 

民間保育園保育実施委託事業 399,139 保育幼稚園課 40 

特定教育・保育施設等給付費負担金事業 527,003 II 41 

障害児保育事業 11,353 II 42 

特別保育事業 36,863 II 43 

特定教育・保育施設等保育の質改善費補助事業 66,765 II 44 

生活保護扶助事業 23,000 生活福祉課 45 



事業費 事業概

款 主 な 事 業 内 合ゲ 担 当 課 要調書
（千円） ページ

衛生費 小児科救急医療病院群輪番制事業 18 保健医療課 46 

所沢市保健所整備事業 285 経営企画課 47 

がん検診事業 73,135 健康管理課 48 

再生可能エネルギー普及推進事業（警備業務委託） 1,845 マチごとエコタウン推進課 49 

妊娠・出産つづけてサポート事業（産後ケア） 3,522 こども家庭センター 50 

東部クリーンセンター長期包括運営事業 東部クリーンセンター 51 

西部クリーンセンター長期包括運営事業 西部クリーンセンター 52 

第2一般廃棄物最終処分場整備事業（施工時期の平準化等） 資源循環推進課 53 

第2一般廃棄物最終処分場蓮営維持管理事業 II 55 

上木費 道路安全施設照備事業 10,384 道路維持課 56 
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道路施設等維持管理事菓（施工時期の平準化等） 132,089 II 57 

道路改良事業（施工時期の平準化等） 道路建設課 61 

市内循環バス（ところバス）運行事業 都市計画課 63 

地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）連行事業 II 64 

所沢駅ふれあい通り線道路築造事業(1主区） 6,100 所沢駅西日区画照理事務所 65 

公園維持管理事業（施丁時期の平準化） 公園課 66 

教育費 小・中学生文化スポーツ振典基金事業 200 教育総務課 67 

教科書改訂に伴う教科書等整備事業（小学校・中学校） 74,788 II 68 

小学校施設整備事業（施工時期の平準化） 教育施設課 69 

中学校施設整備事業（施工時期の平準化） II 70 

事業用備品費（自動体外式除細動器更新） 文化財保護課 24 

国登録有形文化財「旭橋」電灯復元事業（施工時期の平準化） II 71 



令和6年度補正予算（特別会計）主な事業内容

事業費 事業概

会 計 主 な 事 業 内 合点
（千円）

担 当 課 要調書
ページ

所沢駅西日土地区画幣 所沢駅西口士地区画整理事業 16,654 所沢駅西口区画整理事務所 72 
理特別会計

国民健康保険特別会計
一般被保険者療養給付費 24,110 国民健康保険課 73 

一般被保険者医療給付費分納付金 28,178 II 74 

一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金 19,356 II 75 

介護保険特別会計 保険給付事業 56,800 介護保険課 76 

2
3
 



一般会計

事業概要調書

経営企画部、福祉部、こども末来部、教育総務部

款項

事業名l事業用備:;,費（自1::外式除細動器更新）

事業費総額

①：□□□ 
基
本 ICTを利活用し未来をみつ

針
方めた市民本位のまちづくり

2
4
 

【債務負担行為】 （内訳については別紙一覧表のとおり）
・事項：事業用備品費
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 28,008千円

く実施スケジュール＞
．令和7年 1月 ：仮契約締結
．令和7年 2月 ：契約の議案の提出
．令和7年 4月下旬：機器更新

【所管課及び機器更新施設】
・経営企画部企画総務課 ：男女共同参画推進センターふらっと
•福 祉 部高齢者支援課：老人福祉センター4荘、老人憩の家8荘
• こども未来部こども福祉課：松原学園
• こども末来部青少年課 ：児章クラブ30施設、児章館12施設
• こども末来部保育幼稚園課：保育園19施設
・教育総務部文化財保護課：埋蔵文化財調杏センター

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

他の自治体においても、自動体外式除細動器の更新を行ってい
る。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業
費
及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出 28,008 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書別紙

債務負担行為

所属 会計区分 款 項 目 説明 事業
事項

限度額
（千円）

企画総務課 1 一般会計 2 1 6 05 男女共同参画センター費 事業用備品費 369 

1 一般会計 3 1 4 01 老人福祉センター費 事業用備品費 1,474 

高齢者支援課

1 一般会計 3 1 4 02 老人憩の家費 事業用備品費 2,948 

こども福祉課 1 一般会計 3 2 4 04 児章発達支援センター費 事業用備品費 369 

1 一般会計 3 2 1 08 放課後児童健全育成費 事業用備品費 11, 055 

青少年課

1 一般会計 3 2 4 05 児童館運営費 事業用備品費 4,422 

25 

保育幼稚園課 1 一般会計 3 2 4 03 保育園施設費 事業用備品費 7,002 

文化財保護課 1 一般会計 10 5 4 04 埋蔵文化財調査センター費 事業用備品費 369 



事業概要調書

一般会計 市民部 山口まちづくりセンター

款 2 項 1 目 ， 説明 04山口まちづくりセンター運営費 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

事業名 駐車場借用事業（山口まちづくりセンター整備事業の一環）
近隣市（川越市、飯能市、狭山市、入間市）での類似事業はない

が、本市において、一部の保育園で送迎者用の月極駐車場を賃借し
ているほか、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種会場の駐車

事業費総額 378千円 場用として、期間限定で月極駐車場を賃借した事例がある。

総合計画の体系 人と人との絆
基

章 節 地域づくり
本 地域コミュニティの支援

を紡ぐまち 方
コード 112 針

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

根拠法令等
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

山口まちづくりセンターについては、敷地内駐車場が狭いため、平成5年より 歳

用地を借り受けて第2駐車場を設置していたが、令和6年12月末をもって当該用
地を地権者に返還することになったことから、代替として近隣の月極有料駐車 入

26 

場を賃借するものである。
なお、第2駐車場用地賃貸借契約終了に伴い、 13節01細節士地借料を3か月分

減額する。 ④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

【駐車場概要】
①山口第20駐車場

所在地：大字山口 1310番1
区画数： 3台
借用開始：令和7年1月1日～

②秋和山口第二駐車場
所在地：大字山口 1306番1
区画数： 8台
借用開始：令和7年1月1日～

業
手数料費 11 02 82 

及
び 歳 13 31 駐車場借料 296 
そ
の
財
源 出
等

【歳出予算補正額】

（款） 2 （項） 1 （目） 9 （単位：千円） 計 378 

節 細節 予算現額 補正額 計 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

11 役務費 02 手数料

゜
82 82 ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

13 使用料及び賃借料
01 上地借料 1,563 △ 390 1, 173 

31 駐車場借料

゜
296 296 

歳入

歳出

合計 1,563 △ 12 1,551 ⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



一般会計

事業概要調書

市民部 防犯交通安全課

:業:1:通;故::止；発::;:~~::対:~安全運動推進事業の一環）

事業費総額 42千円

2
7
 

①〗=三｀□:; 旦
【購入物品】
各季交通安全運動期間等に配布する反射材： 500個

【これまでの取組】
．令和4年度：消耗品として反射材3,000個
．令和5年度：消耗品として反射材500個

備品として交通安全教室用DVDl本

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

他の自治体においても、交通事故防止の啓発を図るため、啓発品等の整備を
行っている。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

19 寄附金
交通事故防止啓発事業等寄

23 

歳
附金

入

④ 計 23 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

消耗品費費 10 01 42 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 42 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 市民部 防犯交通安全課

款 2 項 1 目 12 I説明 01交通対策費 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

事業名 西所沢駅西口改札口開設事業
近隣においては、狭山市で入曽駅の改札口を整備している。

事業費総額 970千円
③市民参加の実施の有無とその内容

平成30年6月に西所沢駅周辺住民を対象とした意見交換会を実

総合計画の体系 自然と調和す 基

章 る住みよいま 節 交通政策
本 駅の安全性・利便性の向上
方

コード 643 ち 針

施し、同駅西口開設後の安全対策等について意見を聴取した。
また、令和5年9月に周辺住民を対象とした説明会を行った。
今後においても、事業の進捗により、交通規制等の安全対策、

及び周辺環境に及ぼす影響への対策について、周辺住民の意見を
根拠法令等 西所沢駅西口開設整備計画 聴取していく。

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 款 款名称 科目名称 予算額（千円）

西所沢駅西口改札口の開設については、平成27年に策定した西所沢駅西口開
設整備計画に基づき事業を進めてきた。 歳

28ー

今年度は、周辺の安全対策を目的とした転回広場の設置について準備を淮め
ていたが、関係機関との協議の結果、設計を修正する必要が生じたことから、
業務を委託するものである。

また、駅舎の実施設計費変更のため、その経費について債務負担行為の限度
額を変更するものである。

あわせて、令和6年度の分筆登記は実施しないこととしたことから、 12節58細
節登記委託料を減額するものである。

入

計

④ 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

事
12 47 設計委託料 970 

業
費

【委託内容】 及 歳
・委託名：市道5-351号線転回広場修正設計業務委託 び

・業務内容：図面及び数量計算壽の修正 そ

・期 間：令和7年1月~3月末
【債務負担行為】
・事 項：西所沢駅西口開設事業費負担金
・期 間：令和7年度まで

の
財 出
源
等

・限度額： 35,840千円（今回追加額14,840千円）

計 970 

【歳出予算補正額】 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

（款） 2 （項） 1 （目） 12 （単位：千円） ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

節 細節 予算現額 補正額 計 歳入

12 委託料
47 設計委託料

゜
970 970 

58 登記委託料 1,048 △ 1,048 

゜
歳出 14,840 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

合計 1,048 △ 78 970 なし



事業概要調書

一般会計 福祉部障害福祉課

款 3 項 1 目 1 I説明 08障害者支援費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名
障害福祉サービス事業（障害福祉サービス費審査手数料・医師意見書

手数料）

なし

事業費総額 562千円

総合計画の体系 人と人との絆
基

章 節 障害者福祉
本 自立した生活支援の充実

を紡ぐまち 方
コード 133 針

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に 歳

基づき、国民健康保険団体連合会が行う障害福祉サービス費における審壺の手
数料を支給するものである。また、障害支援区分の審査には医師意見書が必要 入

29ー

であり、市はその作成料として医師に手数料を支給している。
当初見込みに比べ、両手数料の対象件数が増加し、予算額の不足が見込まれ

ることから不足分について増額するものである。 ④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

〔当初〕 〔年度末見込〕
・障害福祉サービス費審査手数料

件数 40,850件 → 43,269件
見込額 4,902,000円 → 5,192,280円

・医師意見書手数料
件数 650件 → 706件
見込額 2,959,000円 → 3,230,700円

業
手数料費 11 02 562 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

年度末見込額 8,422,980円
当切予算額 ー） 7,861,000日

561,980円 計 562 

補正額 562,000円
翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳出

法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。 ⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 福祉部障害福祉課

款 3 項 1 目 1 I説明 08障害者支援費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 障害福祉サービス事業（介護給付費）
なし

事業費総額 311,316千円

総合計画の体系 人と人との絆
基

章 節 障害者福祉
本 自立した生活支援の充実

を紡ぐまち 方
コード 133 針

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
基づき、障害者が生活を送る上での必要な介護等に対し、サービスを提供した
事業者にサービス費を支給するものである。

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担

155,658 
金

歳
障害者自立支援給付費負担

17 県支出金
金

77,829 
入

30 

当初見込みに比べ、令和6年度からの報酬改定に伴う増額及びサービス利用件
数の増加により、予算額の不足が見込まれることから不足分について増額する
ものである。
（国・県負担：負担率国1/2、県1/4)

【利用が増加した主なサービス】
•生活介護 〔当初〕 〔年度末見込〕

利用件数 7,836件 → 7,968件
見込額 1,826,164,000円 → 1,904,352,000円

・施設入所支援
利用件数 2,520件 → 2,616件
見込額 439,874,000円 → 549,360,000円

④ 計 233,487 
事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

介護給付費費 18 32 311, 316 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

年度末見込額 3,491,520,000円
当糾予箆額 ー） 3,180,204,000巴
補正額 311, 316, 000円 計 311, 316 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳入

法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。 歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 福祉部障害福祉課

款 3 項 1 目 1 I説明 08障害者支援費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 障害福祉サービス事業（訓練等給付費）
なし

事業費総額 422,502千円

総合計画の体系 人と人との絆
基

章 節 障害者福祉
本 自立した生活支援の充実

を紡ぐまち 方
コード 133 針

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
基づき、障害者が身体機能や生活能力の向上のための訓練を受けた際に、サー
ビスを提供した事業者にサービス費を支給するものである。

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担

211, 251 
金

歳
障害者自立支援給付費負担

17 県支出金
金

105,626 
入

31 

当初見込みに比べ、令和6年度からの報酬改定に伴う増額及びサービス利用件
数の増加により、予算額の不足が見込まれることから不足分について増額する
ものである。
（国・県負担：負担率国1/2、県1/4)

【利用が増加した主なサービス】
・就労継続支援B型 〔当初〕 〔年度末見込〕

利用件数 8,544件 → 9,240件
見込額 1,008,192,000円 → 1,182,720,000円

・共同生活援助
利用件数 3,912件 → 4,116件
見込額 866,790,000円 → 950,796,000円

④ 計 316,877 
事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

訓練等給付費費 18 33 422,502 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

年度末見込額 2,922,502,000円
当糾予箆額 ー） 2,500,000,000巴
補正額 422,502,000円 計 422,502 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳入

法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。 歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 福祉部障害福祉課

款 3 項 1 目 1 I説明 08障害者支援費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 障害福祉サービス事業（計画等相談支援給付費）
なし

事業費総額 16,070千円

総合計画の体系 人と人との絆
基

章 節 障害者福祉
本 自立した生活支援の充実

を紡ぐまち 方
コード 133 針

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
基づき、障害者が指定特定相談支援事業所からサービスの利用計画作成等の支
援を受けた際に、当該事業者にサービス利用計画費を支給するものである。

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担

8,035 
金

歳
障害者自立支援給付費負担

17 県支出金
金

4,017 
入

32 

当初見込みに比べ、令和6年度からの報酬改定に伴う増額及び利用件数の増加
により、予算額の不足が見込まれることから不足分について増額するものであ
る。
（国・県負担：負担率国1/2、県1/4)

〔当初〕 〔年度末見込〕
利用件数 7,733件 → 8,392件

④ 計 12,052 
事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

計画等相談支援給付費費 18 35 16,070 

及
び 歳
そ

年度末見込額 151,132,000円
当糾予筵額 ー） 135,062,000巴
補正額 16,070,000円

の
財
源 出
等

計 16,070 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施してい ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）
る。 歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 健康推進部 国民健康保険課

款 3 項 1 目 2 I説明 03老人医療費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 総合健康診断（人間ドック）補助事業
なし

事業費総額 3, 5 4 0千円

総合計画の体系 健幸（けんこ
医療保険・医

基

章 う）長寿のま 節
本 後期高齢者医療制度の充実

療情報 方
コード 345 ち 針

根拠法令等 所沢市後期高齢者医療被保険者総合健康診断検診料補助金交付要綱

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、市民医療センターで人間ドックを受診する後期高齢者医療保険被

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

22 諸収入
後期高齢者保健事業等補助

3,080 

歳
金

保険者に対し、検診費用の一部を助成するものである。
当初見込みに比べ、人間ドック受診者が増加したことにより、予算額の不足 入

33 

が見込まれることから不足分について増額するものである。

【人間ドック受診者】 〔当初〕 〔年度末見込〕
・日帰りコース 850人 → 1,010人
• 生活習慣病コース 160人 → 220人

④ 計 3,080 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

健康診断補助金費 18 72 3,540 

及

年度末見込額 19,965,000円
当辺予募額 ー） 16,425,000円
補正額 3,540,000円

び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 3,540 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

県内63市町村のうち、 59市町村が人間ドックの一部助成を行っている。 ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 福祉部介膊保険課

款 3 項 1 目 2 I説明 06介護保険利用者支援事業費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 介護保険利用者負担助成事業
なし

事業費総額 1, 3 8 0千円

総合計画の体系 人と人との絆
基

介護保険制度の安定的な運
章 節 高齢者福祉

本

を紡ぐまち 方 営コード 144 針

根拠法令等 介護保険法、所沢市介護保険利用者負担助成金要綱
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、住民税非課税祉帯の被保険者が介護サービスを利用した際に、利 歳

用者負担の一部を助成することにより、低所得者の経済的負担の軽減及び介護
保険サービスの利用の促淮を図るものである。 入

34 

当初見込みに比べ、申請件数が増加したことにより、予算額の不足が見込ま
れることから不足分について増額するものである。

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

［当初］ ［年度末見込］
年間申請件数 15,500件 → 15,720件

業
介護保険利用者負担助成金費 18 71 1,380 

及

年度末見込額 43,230,000円
当辺予募額 ー） 41,850,000円
補正額 1,380,000円

び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 1,380 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

県内では、川越市、川口市等においても同様の事業を実施している。 ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



一般会計

新規事業概要調書

こども未来部 青少年課

ご三 I悶童二：施；整~=~8(;~::~~:::;) 
事業費総額 20,000千円

3
5
 

゜｀度／〗i童る／〗実育
【実施概要】
・委託期間：令和7年1月から令和7年9月まで
・委託内容：下記①②の設計業務

①所沢小学校校庭に児童クラブ施設を建築
②既存の第二所沢児童クラブを解体撤去

【新施設概要】
・所在地：所沢市元町7番37号所沢小学校校庭
・対象施設：第二所沢児童クラブ（定員100人程度）

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

他の自治体においても、学校敷地内への放課後児章クラブ施設建築を実施し
ている。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

威,,_. 

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

児童クラブ設計委託料費 12 42 20,000 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 20,000 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 こども未来部 こども福祉課

款 3 項 2 目 1 I説明 10障害児福祉費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 障害福祉サービス事業（介護給付費）
なし

事業費総額 9, 2 6 1千円

総合計画の体系 子どもが大切
基

章 節 子ども福祉
本 障害児支援の充実

にされるまち 方
コード 221 針

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
基づき、障害児が生活を送る上での必要な介護等に対し、サービスを提供した
事業者にサービス費を支給するものである。

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担

4,630 
金

歳
障害者自立支援給付費負担

17 県支出金
金

2,315 
入

36 

当初見込みに比べ、令和6年度からの報酬改定に伴う増額及びサービス利用件
数の増加により、予算額の不足が見込まれることから不足分について増額する
ものである。
（国・県負担：負担率国1/2、県1/4)

【利用が増加した主なサービス】
・居宅介護 ［当初］ ［年度末見込］

利用件数 3,744件 → 4,368件
見込額 20,217,600円 → 24,897,600円

・短期入所（医療型）
利用件数 324件 → 420件
見込額 12,312,000円 → 15,960,000円

④ 計 6,945 
事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

介護給付費費 18 31 9,261 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

年度末見込額 53,458,000円

当切王堡額 ー） 44,197,000日
補正額 9,261,000円

計 9,261 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳出

法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。 ⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 こども未来部 こども福祉課

款 3 項 2 目 1 I説明 10障害児福祉費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 障害児相談支援事業
なし

事業費総額 8, 9 7 1千円

総合計画の体系 子どもが大切
基

章 節 子ども福祉
本 障害児支援の充実

にされるまち 方
コード 221 針

根拠法令等 児童福祉法
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、障害児が通所施設を利用するに当たり、支援利用計画等が必要と
なることから、その作成に対する費用を相談支援事業所に給付することにより
障害児の地域での自立した生活を支援するとともに、保護者の負担軽減を図る

16 国庫支出金 障害児通所給付費等負担金 4,485 

歳
17 県支出金 障害児通所給付費等負担金 2,242 

入

37 

ものである。
当初見込みに比べ、令和6年度からの報酬改定に伴う増額及び放課後等デイ

サービス等の利用件数の増加により、予算額の不足が見込まれることから不足
分について増額するものである。
（国・県負担：負担率国1/2、県1/4)

④ 計 6, 727 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

障害児相談支援給付費費 18 34 8,971 

［当初］ ［年度末見込］
年間利用件数 1,730件 → 2, 110件

及
び 歳
そ

年度末見込額 39,219,000円

当切予筵顛 ー） 30,248,000日
補正額 8,971,000円

の
財
源 出
等

計 8,971 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。 ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 こども未来部 こども福祉課

款 3 項 2 目 1 I説明 10障害児福祉費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 難聴児補聴器購入費助成事業
なし

事業費総額 978千円

総合計画の体系 子どもが大切
基

章 節 子ども福祉
本 障害児支援の充実

にされるまち 方
コード 221 針

根拠法令等
所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱、埼玉県難聴児補聴器購
入助成事業実施要領

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、身体障害者手帳の交付対象とならない軽度及び中等度の難聴児に

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

17 県支出金
難聴児補聴器購入助成事業

489 

歳
費補助金

対し、補聴器の購入費及び修理費の一部をその保護者へ助成し、障害児の地域
での自立した生活を支援するとともに、保護者の負担軽減を図るものである。 入

38ー

当初見込みに比べ、申請件数の増加等により、予算額の不足が見込まれるこ
とから不足分について増額するものである。
（県補助：補助率1/2) ④ 計 489 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

［当初］ ［年度末見込］
年間申請件数（購入） 7件 → 11件

（修理） 6件 → 16件

年度末見込額 1,960,000円

当切工算額 ー） 982,000日
補正額 978,000円

業
難聴児補聴器購入費補助金費 18 79 978 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 978 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

県内の他自治体においても、同様の事業を行っている。 ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 こども未来部 こども家庭センター

款 3 項 2 目 1 I説明 11児章家庭相談費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 子育て短期支援事業
なし

事業費総額 888千円

総合計画の体系 子どもが大切
基

_,..,.,_ 早 節 子ども支援
本

子育て家庭への支援の充実
にされるまち 方

コード 212 針

根拠法令等 児童福祉法、子育て短期支援事業実施要綱（国）
款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、保護者の疾病その他の理由により家庭において児章を義育するこ
とが一時的に困難となった場合に、里親宅において一定期間、養育・保護を行
うことにより、これらの児童及びその家庭の福祉の向上を図るものである。

16 国庫支出金 子ども・子育て支援交付金 240 
威,,_. 

17 県支出金 子育て短期支援事業補助金 240 
入

39ー

当初見込みに比べ、利用日数の増加により、予算額に不足が見込まれること
から不足分について増額するものである。
（国・県補助：補助率国1/3、県1/3)

22 諸収入 子育て短期支援事業利用料 168 

④ 計 648 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

〔当初〕 〔年度末見込〕
年間利用日数 84日 → 252日

業
子育て短期支援事業委託料費 12 52 888 

及

年度末見込額 1,679,380円

当図土簑額 ー） 792,000日
887,380円

び 歳
そ
の

財

補正額 888,000円 源 出
等

計 888 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施してい ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）
る。 歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 こども未来部 保育幼稚園課

款 3 項 2 目 2 I説明 01児童福祉運営費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 民間保育園保育実施委託事業
なし

事業費総額 399,139千円

総合計画の体系 子どもが大切
基

章 節 子育て環境
本 就学前児童の保育の充実

にされるまち 方
コード 232 針

根拠法令等 子ども・子育て支援法

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、民間保育園委託料については、この公定価格に基づき、入
所者数等に応じて支払を行っている。

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

16 国庫支出金
子どものための教育・保育

225,353 
給付交付金

歳
子どものための教育・保育

17 県支出金
給付費負担金

81,232 
入

40 

令和6年度人事院勧告により、公定価格の人件費相当分が、令和6年4月に遡っ
て増額改定となる見込みであることにより、予算額の不足が見込まれることか
ら不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率国59.08/100・1/2、県1/4・20.46/100) 

【対象施設】
・市内民間保育園

年度末見込額 4,079,572,000円

当切工算額 ー） 3,680,433,000日
補正額 399,139,000円

④ 計 306,585 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

民間保育園保育実施委託料費 12 31 399,139 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 399,139 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。 ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 こども未来部 保育幼稚園課

款 3 項 2 目 2 I説明 01児童福祉運営費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 特定教育・保育施設等給付費負担金事業
なし

事業費総額 527,003千円

総合計画の体系 子どもが大切
基

章 節 子育て環境
本 就学前児童の保育の充実

にされるまち 方
コード 232 針

41 

根拠法令等 子ども・子育て支援法

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、特定教育・保育施設（民間保育園を除く。）及び特定地域
型保育事業に係る給付費については、この公定価格に基づき、入所者数等に応
じて、利用者負担額を除いた額の支払を行っている。
令和6年度人事院勧告により、公定価格の人件費相当分が、令和6年4月に遡っ

て増額改定となる見込みであることにより、予算額の不足が見込まれることか
ら不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率 国59.08/100・1/2、県1/4・20. 46/100、県補助：補助
率1/2)

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

16 国庫支出金
子どものための教育・保育

297,544 
給付交付金

歳
子どものための教育・保育

17 県支出金
給付費負担金

107,255 
入

17 県支出金
教育認定子どもに係る施設

14,227 
型給付費等補助金

④ 計 419,026 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

特定教育・保育施設等給付費負担金費 18 42 527,003 

及

【対象施設】
・施設型給付：幼稚園、認定こども園、市外公立保育園
・地域型保育給付：小規模保育事業、事業所内保育事業

び 歳
そ
の
財

年度末見込額 3,127,450,000円
6月捕正後予箆額 ー） 2,600,447,000円

源 出
等

補正額 527,003,000円

計 527,003 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。 ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 こども未来部 保育幼稚園課

款 3 項 2 目 2 I説明 01児章福祉運営費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 障害児保育事業
なし

事業費総額 11,353千円

総合計画の体系 子どもが大切
基

_,..,.,_ 早 節 子育て環境
本 就学前児童の保育の充実

にされるまち 方
コード 232 針

根拠法令等 所沢市障害児保育事業費補助金交付要綱
款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、市内に居住する障害児を一般の幼児と混合して保育する民間保育
威,,_. 

園等に対し、補助金を交付することにより、障害児の健全な育成に寄与し、
もって福祉の増進を図るものである。 入

42 

当初見込みに比べ、民間保育園等に在園する対象障害児の人数が増加したこ
とにより、予算額の不足が見込まれることから不足分について増額するもので
ある。 ④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

［当初］ ［年度末見込］
民間保育園等に在園する対象児数 131人→ 150人

業
障害児保育事業費補助金費 18 73 11, 353 

及

年度末見込額 177,982,000円

当図土簑額 ー） 166,629,000日
補正額 11,353,000円

び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 11, 353 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

さいたま市、狭山市、越谷市等において、同様の事業を実施している。 ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 こども未来部 保育幼稚園課

款 3 項 2 目 2 I説明 01児童福祉運営費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 特別保育事業
なし

事業費総額 36,863千円

総合計画の体系 子どもが大切
基

章 節 子育て環境
本 就学前児童の保育の充実

にされるまち 方
コード 232 針

根拠法令等 所沢市特別保育事業費補助金交付要綱
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、低年齢児保育促進事業、時間外保育事業を円滑に実施することに
より、乳幼児の福祉の向上を図るものである。
低年齢児保育促進事業において1歳児担当保育士の雇用の増加が見込まれるこ

16 国庫支出金 子ども・子育て支援交付金 9,662 

歳
17 県支出金 特別保育事業費補助金 13,414 

入

43 

と、また、時間外保育事業において、国による延長平均対象児童数（補助対象
人数）及び基準額の見直しにより、予算額の不足が見込まれることから不足分
について増額するものである。
（国・県補助：補助率国1/3、県1/2・1/3)

【対象等が増加した主な事業】 [6月補正後］ ［年度末見込］
・低年齢児保育促進事業

対象児童数 5,832人→ 6,231人
見込額 116, 640, 000円→ 124,620,000円

・時間外保育事業（基準額の見直し）
見込額 63,122,100円→ 92,481,150円

年度末見込額 233,962,000円

④ 計 23,076 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

特別保育事業費補助金費 18 75 36,863 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

6月抽正総工鐙顛 ー） 197,099,000巴
補正額 36,863,000円

計 36,863 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳出

県内の他の自治体においても、同様の事業を実施している。 ⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 こども未来部 保育幼稚園課

款 3 項 2 目 2 I説明 01児童福祉運営費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 特定教育・保育施設等保育の質改善費補助事業
なし

事業費総額 66,765千円

総合計画の体系 子どもが大切
基

章 節 子育て環境
本 就学前児童の保育の充実

にされるまち 方
コード 232 針

根拠法令等 所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助金交付要綱
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、保育上等の処遇改善や研修の充実等、保育の質の改善を図るもの
である。当初見込みに比べ、対象者数及び補助対象経費が増加したことによ
り、予算額の不足が見込まれることから不足分について増額するものである。

17 県支出金 保育体制強化事業費補助金 15,796 

歳
保育補助者雇上強化事業費

17 県支出金
補助金

22,780 
入

44 

（県補助：補助率3/4・7/8)

【対象等が増加した主な補助金】 [6月補正後］ ［年度末見込］
・有資格者給与改善費補助金（市単独事業）

対象者数 11,003人 → 11,693人
見込額 308,084,000円 → 327,404,000円

・保育体制強化事業費補助金
対象施設数 50園 → 57園
見込額 56,016,000円 → 77,427,000円

④ 計 38,576 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業 特定教育・保育施設等保育の質改善
費 18 85 

費補助金
66,765 

及
び 歳
そ
の

年度末見込額 505,829,000円
6且抽正総土鐙顛 ー） 439,064,000巴
補正額 66,765,000円

財
源 出
等

計 66,765 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳出

県内の自治体においても、同様の事業を実施している。 ⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 福祉部生活福祉課

款 3 項 3 目 2 I説明 01生活保護扶助費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 生活保護扶助事業
なし

事業費総額 23,000千円

総合計画の体系 人と人との絆
基
安心• 安全に地域で生活で

章 節 地域福祉
本

を紡ぐまち 方 きる環境づくりコード 123 針

根拠法令等 生活保護法
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

生活保護世帯の増加に伴い、介護扶助対象世帯が増加している。特に1人当た

16 国庫支出金 生活保護費等負担金 17,250 

歳

りの介護利用料が増加し、当初見込みに比べ、介護扶助世帯に係る介護費が上
昇していることにより、予算の不足が見込まれることから不足分について増額 入

45 

するものである。
（国負担：負担率3/4)

④ 計 17,250 

【介護扶助費の推移】
・令和4年度 : 194, 686, 827円
．令和5年度 : 217, 026, 784円
．令和6年度見込： 248,000,000円

年度末見込額 248,000,000円

当切工算額 ー） 225,000,000日
補正額 23,000,000円

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

介護扶助費費 19 39 23,000 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 23,000 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。 ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 健康推進部保健医療課

款 4 項 1 目 1 I説明 04休日診療対策費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 小児科救急医療病院群輪番制事業
なし

事業費総額 1 8千円

総合計画の体系 健幸（けんこ 基

_,..,.,_ 早 う）長寿のま 節 地域医療
本

救急医療の充実
方

コード 331 ち 針

根拠法令等
所沢地区小児科救急医療病院群輪番制病院運営費補助に関する協
定書、小児救急医療施設運営費補助金交付要綱（県）

款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、埼玉県地域保健医療計両に基づき、小児の第二次救急医療体制の 歳

幣備を目的として、県内に14地区設定されている第二次救急医療圏ごとに、各
市町村が病院群輪番制により実施している。 入

46 

所沢市、狭山市、人間市の3市で構成している所沢地区においては、県からの
補助金と 3市からの負担金を合わせ、各病院 (3病院）に補助金の交付を行って
いるが、利用実績の増加に伴い、各市の負担割合に変更が生じたことから、不
足分について増額するものである。

［令和4年度］ ［令和5年度］
•利用実績（所沢市） 467人 → 557人

［当初］ ［変更後］
・負担率（所沢市） 38. 50% → 38. 72% 

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

小児科救急医療病院群輪番制負担金費 18 41 18 

及
び 歳
そ
の
財

年度末見込額 3,252,852円

当糾土算額 ー） 3,235,000日

源 出
等

17,852円

補正額 18,000円 計 18 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

‘‘‘ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳出

県内の他の自治体においても、同様の事業を実施している。 ⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計

~~~~1:l尺い保::~こ備二9保健所整備費

事業費総額

総合計両の体系

コード I 742 

根拠法令等

未来（あす）
刷を見つめたま

ちづくり

地域保健法

節行政経営

経営企画部経営企画課

285千円

基
本行政経営の考え方に立った
方改革の推進
針

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）
本事業は、地域保健法に基づき、地域の保健衛生分野の中心拠点として新た

に保健所を整備するものである。
保健所の機能や整備方針・手法等をまとめた所沢市保健所設慨基本計画を策

戸 I 定するに当たり、所沢市保健所設置検討委員会を設置するものである。

【令和6年度実施概要】
所沢市保健所設置検討委員会

・開催回数： 1回（全4回予定）
・委 員 ：公募市民、学識経験者、関係団体等
・報酬 ： 7,900円／回費用弁償： 3,300円／回

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
同様の趣旨により附属機関を設置している事例として、越谷市、茨城県水戸

市などがある。

③市民参加の実施の有無とその内容
・設置基本計画の策定に係る所沢市保健所設置検討委員会への公
券市民の参加

・設置基本計画のパブリックコメントの実施

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

保健所設置検討委員会委員報酬費 1 31 151 

及
び 歳 8 01 費用弁償 63 
そ
の
財

11 01 通信運搬費 71 

源 出
等

計 285 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 健康推進部健康管理課

款 4 項 1 目 2 I説明 01保健事業費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 がん検診事業
なし

事業費総額 73,135千円

総合計画の体系 健幸（けんこ
早期発見・疾

基

章 う）長寿のま 節
本 がん検診の普及啓発

病予防 方
コード 323 ち 針

根拠法令等
健康増進法、がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針
（国）

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、市民のがん死亡を減少させるため、国のがん予防重点健康教育及 歳

びがん検診実施のための指針に基づいた、胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん
及び子宮頸がん検診に加えて、前立腺がん検診を市内医療機関への委託により 入

48ー

実施するものである。
当初見込みに比べ受診者数が増加していることにより、予算額の不足が見込

まれることから不足分について増額するものである。 ④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

【実施概要】
0受診者の増加が見込まれるがん検診

［当初］ ［年度末見込］
・胃がん検診 5,000人 → 7,750人
・乳がん検診 5,000人 → 6,650人
・子宮頸がん検診 8,010人 → 10,050人

業
がん検診委託料費 12 52 73,135 

及
び 歳
そ
の
財

年度末見込額 293,134,000円

源 出
等

直鉗王箕額 ー） 219,999,000日
補正額 73,135,000円

計 73,135 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳入

他の自治体においても、同様の事業を実施している。 歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



一般会計

新規事業概要調書

環境クリーン部 マチごとエコタウン推進課

己；育『二ニニニ了:：ニ
贔`喜富悶 I叫氏炭素社会 「エネルギー使用に伴う環境
ェコタウン 針

方負荷の低減

所沢市脱炭素社会を実現するための条例、所沢市マチごとエコタウ
ン推進計画

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、脱炭素社会の構築に向け、市域の再生可能エネルギーの利用を推
進するとともに、本市が掲げるゼロカーボンシティの実現に寄与するものであ
る。

メガソーラー所沢については、令和6年2月末のリース期間満了後は市が維持
管理を行っており、銅線ケーブルの盗難被害による売電への影瞥を低減させる
ため、 1年間の利益補償型保険に加人している。令和6年12月末に当該保険の更
新時期を迎えるに当たり、保険料の高騰やケーブルの盗難被害が全国的に増加
していることなどを総合的に勘案し、警備会社による機械警備を導入し、盗難
防止対策を強化するものである。

なお、保険の更新を行わないことから、 11節32細節利益補償型保険料を減額
する。

総合計画の体系

一根拠法令等

4
9

ー

【債務負担行為】
・事項：施設警備委託料
・期 間：令和7年度から令和10年度まで
・限度額： 688千円

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

千葉県香取市及び山梨県北杜市において同様の機械警備を行っている。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

20 繰入金
マチごとエコタウン推進基

1,845 

歳
金繰入金

入

④ 計 1,845 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

修繕料（施設）費 10 06 700 

及
び 歳 11 32 利益補償型保険料 △ 198 
そ
の 12 02 警備委託料 1,343 
財
源 出
等

計 1,845 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入 172 172 172 

歳出 172 172 172 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要 調書

一般会計 こども末来部 こども家庭センター

款 4 項 1 目 4 I説明 03母子保健事業費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 妊娠・出産つづけてサポート事業（産後ケア）
なし

事業費総額 3, 5 2 2千円

総合計画の体系 健幸（けんこ 基

章 う）長寿のま 節 健康づくり
本 母子保健事業の充実
方

コード 312 ち 針

根拠法令等 児童福祉法、母子保健法
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、地域で安心して出産、子育てをしてもらえるよう、母親の不安や

16 国庫支出金 母子保健衛生費補助金 1,761 

歳

負担軽減を目的として、妊娠期から子育て期にわたる母子保健や育児に関する
様々な相談に対応し支援の充実を図るものである。 入

50 

当初見込みに比べ、サービス利用者の増加により、予算額の不足が見込まれ
ることから不足分について増額するものである。
（国補助：補助率1/2) ④ 計 1, 761 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

【産後ケア事業の種類】
• 宿泊型 〔当初〕 〔年度末見込〕

日数 200日 → 390日
見込額 3,850,000円 → 7,190,000円

・デイサービス型

業
産婦支援業務委託料費 12 57 3,522 

及
び 歳
そ

H数 120 S → 130日
見込額 1,596,000円 → 1,778,000円

年度末見込額 8,968,000円

の
財
源 出
等

当初予筵額 ー） 5,446,000円
補正額 3,522,000円

計 3,522 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳入

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施してい 歳出
る。 ⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



一般会計

事業概要調書

環境クリーン部 東部クリーンセンター

:業~1:部：ロンし~:~;~::こ；；ンター費

事業費総額

5
1
 

総合計画の体系 みどりあふれ
章る持続可能な I釧循環型社会

①〗喜三；：：
S□みの適正な処理の推進
針

【これまでの主な取組】
・ストックマネジメント計画策定 （平成26年度）
•長期包括運営委託及び同委託に係るモニタリング業務委託（平成30年度～）
•長期包括運営委託に家庭ごみ等受入業務を追加 （令和 5年度～）

【債務負担行為】
0既契約分

・事 項：東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
・期 間：平成30年度から令和17年度まで
・限度額：固定費26,665,257千円及び変動費（ごみ処理量に応じた処理

費）を合計した額に消費税及び地方消費税を加えた額
0変更契約分（令和6年度設定分）

・事 項：東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
・期 間：令和7年度まで
・限度額：固定費111,728千円と変動費の追加額を合計した額に消費税

及び地方消費税を加算した額

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

【長期包括運営事業実施状況】
・三重県鈴鹿市：鈴鹿市清掃センター (17年間）
•鳥取県米子市：米子市クリーンセンター (15年間）
•岡山県倉敷市：水島清掃工場 (21年間）

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

威,,_. 

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業
費
及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出 1, 858, 158 1,895,416 1, 951, 910 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



一般会計

事業概要調書

環境クリーン部 西部クリーンセンター

［ミ1ロニこここ／ンター費

総合計画の体系 みどりあふれ
章る持続可能な I節循環型社会

①〗□三；〗:；：；;::
：ごみの滴正な処理の推進
針

5
2
 

【これまでの主な取組】
•長期包括運営委託契約締結 （平成29年度）
•長期包括運営委託及び同委託に係るモニタリング業務委託（平成30年度～）
•長期包括運営委託に市民持込ステーション受入業務を追加（令和 6年度～）

【債務負担行為】
0既契約分

・事 項：西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
・期 間：平成30年度から令和13年度まで
・限度額：固定費12,054,000千円及び変動費（ごみ処理量に応じた処理

貴）を合計した額に消費税及び地方消費税を加えた額
0変更契約分（令和6年度設定分）

・事 項：西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
・期 間：令和7年度まで
・限度額：固定費51,879千円と変動費の追加額を合計した額に消費税及

び地方消費税を加算した額

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

【長期包括運営事業実施状況】※延命化工事含まない。
・千菓県浦安市：クリーンセンター (10年間）
• 富山県射水市：クリーンピア射水 (5年間）
• 高知県四万十町：クリーンセンター銀河 (10年間）

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業
費
及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出 1, 131, 926 1,152,664 1,206,154 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 環境クリーン部 資源循環推進課

款 4 項 2 目 2 説明 06一般廃棄物最終処分場整備費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 第2一般廃棄物最終処分場整備事業（施工時期の平準化等）
なし

事業費総額

総合計画の体系 みどりあふれ 基

章 る持続可能な 節 循環型社会
本 ごみの適正な処理の推進
方

コード 433 ェコタウン 針

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、第2一般廃棄物最終処分場供用開始後における廃棄物運搬車両の搬 歳

出入路を整備するものである。
なお、令和7年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率 入

化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

53 

また、搬出入道路用地の購入について、地権者による登記手続に時間を要す
ることから、事業予算の一部を令和7年度に繰越明許するものである。 ④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

【第2一般廃棄物最終処分場整備事業】
事業期間：平成11年度～令和7年度

業
費
及

【債務負担行為】
・事 項：第2一般廃棄物最終処分場搬出入路整備工事

び 歳
そ

・期 間：令和7年度まで
・限度額： 89,650千円

の
財
源 出
等

No 工事名 工事内容 延長

1市道2-1239号線外1路線改良舗装工事 道路土エ・舗装工排水構造物工外 290m 
計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳入

他自治体においても、必要に応じて搬出入路の整備を行っている。 歳出 89,650 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

添付資料

・市道2-1239号線外1路線改良舗装工事案内図



ー

5
4

ー



一般会計

新規事業概要調書

環境クリーン部 資源循環推進課

いこ~~棄物~;終：：ここ::::::分場運営費

事業費総額

総合計画の体系 みどりあふれ
章る持続可能な I節循環型社会

①〗〗三□言〗
：ごみの滴正な処理の推進
針

5
5
 

【業務の概要】
・対象施設：第2一般廃棄物最終処分場（やなせみどりの丘）
・内 容：施設の運営及び維持管理に関する業務

【債務負担行為】
・事 項：第2一般廃棄物最終処分場包括運営業務委託料
・期 間：令和7年度から令和12年度まで
・限度額： 903,789千円

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
•長野県須坂市：エコパーク須坂（オープン型最終処分場）

（管理委託期間が類似）維持管理委託期間5年2か月間
・熊本県合志市：クリーンの森合志（被覆型最終処分場）

（処分場の形状が類似）維持管理委託期間10年間

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業
費
及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出 118,905 216,494 217,410 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計

ロ路；；；設□備1ご03造路安全施設整備費

建設部灌路維持課

事業費総額 10,384千円

5
6
 

①三;[;.;□ ~;flil〗／口：令和6年6月14日に山口小学校正門前で、児童が負傷する事故が発生したこと
を受け、安全に対する要望が増えている。また、区画椴理が完了して居住者が
増えてくる中で、区画整理地外における道路環境の整備を求める要望なども増
えていることから、旱期に道路安全施設を盤備するため、必要な整備費用につ
いて増額するものである。

【実施概要】
・小学校、中学校周辺の安全対策
・道路区画線等の路面標示
・道路反射鏡の移設、鍛体交換
・道路安全施設破損箇所の修繕

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

他の自治体においても、同様の事業を実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

修繕料（施設）費 10 06 10,384 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 10,384 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計 建設部道路維持課

款 8 項 2 目 2 I説明 01道路維持修繕費 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

事業名 道路施設等維持管理事業（施工時期の平準化等）
他の自治体においても、同様の事業を実施している。

事業費総額 132,089千円
③市民参加の実施の有無とその内容

なし

総合計画の体系 自然と調和す 基

_,..,.,_ 早 る住みよいま 節 道路
本 道路環境の維持
方

コード 635 ち 針

根拠法令等
道路法、道路構造令、道路交通法、所沢市道路の構造の技術的基準等を定める条
例、所沢市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、市民からの要望等による緊急修繕工事及び経年劣化が著しい道路
威,,_. 

の計画的な舗装補修工事を行い、道路の保全及び道路利用者の安全を確保する
ものである。 入

57 

なお、令和7年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

あわせて、道路維持作業車の経年劣化等によるメンテンナス費用が増大した
こと、今夏における台風及びゲリラ豪雨の影響による市民からの路面清掃や桝
清掃などの雨水対策の要望に対応するために維持管理費用が増大したことによ
り、予算額に不足が見込まれることから、不足分について増額するものであ
る。

【債務負担行為】
・事 項：道路維持補修工事（市道2-1号線・市道3-575号線・市道4-707

号線）
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 60,863千円

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

修繕料（備品等）費 10 05 204 

及
び 歳 10 06 修繕料（施設） 131,885 
そ
の
財
源 出
等

計 132,089 

No. 工事名 幅員 延長 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

1 市道2-1号線舗装補修工事 7. Om 180. Om ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

2 市道3-575号線舗装補修工事 6. Om 150. Om 歳入

3 市道4-707号線舗装補修工事 6.9m 150. Om 歳出 60,863 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

添付資料
・案内図（市道2-1号線・市道3-575号線・市道4-707号線）



道路施設等維持管理事業市道2-1号線（若松町地内）案内図

並木六丁目

ー

5
8

ー



道路施設等維持管理事業市道3-575号線（北中四丁目地内）案内図

ー
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道路施設等維持管理事業市道4-707号線（林一丁目地内）案内図
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事業概要調書

一般会計 建設部灌路建設課

款 8 項 2 目 3 I説明 01造路新設改良等工事費 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

事業名 道路改良事業（施工時期の平準化等）
他の自治体においても、必要に応じて道路の整備を行っている。

事業費総額
③市民参加の実施の有無とその内容

なし

総合計画の体系 自然と調和す 基

章 る住みよいま 節 道路
本 生活道路の整備推進
方

コード 633 ち 針

根拠法令等 道路法、土地収用法
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本市は、首都圏のベットタウンとして急激に都市化が進んだ一方、道路整備 歳

は遅れが生じ、市内全域に渡り狭あい道路が多数存在する状況から、交通渋滞
の発生や通行に支障をきたしている箇所がある。 入

61 

本事業は、このような状況を踏まえ、自治会等から要望があった市道につい
て、優先整備計画を基に狭あい道路の拡幅や交差点改良、歩道照備を行うこと
により、安全性・利便性の向上や渋滞の緩和を図り、安心• 安全な歩行者空間
を確保するものである。

なお、令和7年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

また、用地取得、物件移転及び電柱移設について年度内の完了が困難である
路線があることから、事業予算の一部を令和7年度に繰越明許するものである。

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業
費
及
び 歳
そ

【債務負担行為】
・事 項：道路改良等舗装新設工事（市道3-5号線）
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 45,000千円

の
財
源 出
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

No. 工事名 幅員 延長
＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

1 市道3-5号線改良舗装工事 8. Om 150.0m 
歳出 45,000 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

添付資料
・市道3-5号線（大字北岩岡地内外）案内図
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事業概要調書

一般会計 街づくり計画部都市計画課

三：日［、ス¥とI::,::ニロニー
総合計画の体系

コード L641

根拠法令等

6
3
 

章喜胃只門：卜 1交通政策 I 〗喜塁二策の推進と公共交通
ち針

交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、
道路運送法

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、高齢者や障害者等の交通弱者対策、交通不便地の解消及び公共施
設の利便性向上を図ることを目的に、平成10年度から実施しているものであ
る。

ところバスの運行方式は、路線バス事業者と運行協定を締結し、運行による
損失分を市が補償するものであり、令和7年度においても引き続き運行協定を締
結するために債務負担行為を設定するものである。

【実施概要】
・王に市内の公共施設を結びながら、市内全域において1日計83便を運行
・路線バス事業者にバスの運行を委託

【債務負担行為】
・事 項：市内循環バス運行に関する協定書に基づく損失補償
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 187,260千円

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

近隣市では、川越市、狭山市、入間市等において、市内循環バス（コミュニ
ティバス）運行事業を実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容

公募市民を含む外部委員等により構成される所沢市地域公共交
通協議会により、本市の地域公共交通施策について意見を聴取す
る。

款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業
費
及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

‘‘‘ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出 187,260 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



一般会計

事業概要調書

街づくり計画部都市計画課

三：ニニ:~:~:~ニ子事業
胃`汀言卜1交通政策 It喜讐策の推進と公共交通
ち 針

交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、
道路運送法

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、住まいと駅周辺の都市拠点を結ぶ公共交通ネットワークの構築に
向けた取組として、地域循環乗合ワゴン「ところワゴン」の運行を行うもので
ある。

ところワゴンの運行方式は、タクシー事業者と運行協定を締結し、運行によ
る損失分を市が補償するものであり、令和7年度においても引き続き運行協定を
締結するため、債務負担行為を設定するものである。

また、今年度購入予定であった車両について、年度内の納車が困難なことか
ら、事業予算の一部を令和7年度に繰越明許するものである。

総合計画の体系

コードニ_641

根拠法令等

6
4
 

【実施概要】
• 三ケ島地区 (3コース）、柳瀬地区 (4コース）、富岡地区 (3コース）
・タクシー事業者にワゴンの運行を委託

【債務負担行為】
・事 項：ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（三ケ島地区）
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 36,458千円

・事 項：ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（柳瀬地区）
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 37,773千円

・事 項：ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（富岡地区）
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 23,459千円

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

県内では、飯能市、入間市、坂戸市等においてコミュニティバ
スの改編及び新たな交通手段（乗合ワゴンの運行）を導入してい
る。

③市民参加の実施の有無とその内容

公募市民を含む外部委員等により構成される所沢市地域公共交
通協議会により、本市の地域公共交通施策について意見を聴取す
るほか、交通不便地域における地域住民との意見交換会を開催す
る。

款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

歳

入

④ 
計

事
節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

業
費
及

歳び
そ
の

出財
源
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

‘ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出 97,690 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



一般会計

事業概要調書

街づくり計画部 所沢駅西口区画整理事務所

: 業:1:沢ふふ~:あ：ヽ通~:;心;:;::二迄れ后〗芯：：線道路築造費
事業費総額

総合計画の体系

コード L621

根拠法令等

6, 1 0 0千円

章 1i冒汀言卜1市街地ニ:--u三門忍摩旦i~いのあ

都市計画法、道路法、踏切道改良促進法

6
5
 

①事業の概要（事業の目的・ 効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、主要地方道東京所沢線から所沢駅東口のくすのき台交差点までの
延長780mの都市計画道路所沢駅ふれあい通り線のうち、県道久米所沢線から東
村山第7号踏切（大踏切）の通りである市道1-525号線までの延長約160mについ
て建設を進めるものである。

現在、施工している道路築造工事において地下に構造物を構築するに当た
り、コンクリートのひび割れ対策などの処罹が必要なことから、工事費の増額
を行うものである。

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

【鉄道と立体交差する都市計画道路の整備を行っている近隣自治体】
・東松山市：都市計画道路 松高前通線
•坂戸市 ：都市計画道路 関間千代田線

③市民参加の実施の有無とその内容

事業の進捗状況を踏まえ、事業説明会等を開催し、関係者から
意見を聴取する。

款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

23 市債
所沢駅ふれあい通り線道路

5,400 

歳
築造事業債

入

④ 計 5,400 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

道路築造工事費 14 31 6,100 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 6,100 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

‘ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

一般会計

二園~~いこ~=~こ::~準化）

建設部公園課

事業費総額

総合計画の体系 みどりあふれ
章る持続可能な I節 I みどり• 生物

コード 423 ェコタウン

根拠法令等 都市公園法

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、北野公園市民プールにおいて、経年劣化により、プール槽の塗装
が剥がれていることから、ステンレス製の側壁部について全面的に塗装を剥が
すとともに、鋼製の底板部について部分的に塗装をするものである。

なお、令和7年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

基

;1みどりと水の保全
針

6
6
 

【債務負担行為】
・事 項：公園施設整備工事（北野公園市民プールプール槽塗装剥離

及び塗装工事）
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 10,452千円

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
他の自治体においても、同様の事業を実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業
費
及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出 10,452 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



一般会計

事業概要調書

教育総務部教育総務課

二こに．；は三ス1:~;~;::~こ［ヒスポーツ振興基金積立金

事業費総額 200千円

6
7
 

。三／昌//j；門：

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
県内では、飯能市において、文化スポーツ振興に関する基金を設置してい

る。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

21 繰越金
小中学生文化スポーツ振興

200 
威,,_. 

基金寄附金繰越金

入

④ 計 200 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

小中学生文化スポーツ振興基金積立費 24 31 200 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 200 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



一般会計

新規事業概要調書

教育総務部教育総務課

,:~: 1: 科；｝改1 悶にイ［う1::;;~;:::営：二悶~=こ？
事業費総額 74,788千円

に

書

、
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必
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用
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、

教

校
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、
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学

一
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と
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分

経
文
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に

な

当

こ

及

育
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い

に

る

度

校

教

至
年
て
期
ぁ
年
学

校靡
戸
口
賣
〗
[
言

学

二
[
[
[

基
本地域が信頼する学校づくり

針
方の推進

6
8

ー

【整備内容】
・整備教材：教科書 4,610冊（教科書等購入費）

指導書 3,482冊（教科書等購入費）
副読本 20,930冊（教師用：消耗品費）

（児童•生徒用：父母負担軽減消耗品費）

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

文部科学省による教科書改訂に基づいて実施するため、全国の自治体で同様
の対応が見込まれる。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

歳

入

計

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

④ 
10 01 消耗品費（小学校） 454 

事
業

消耗品費（中学校）費 10 01 210 

及 歳
び 10 12 父母負担軽減消耗品費（小学校） 4,600 
そ
の 10 12 父母負担軽減消耗品費（中学校） 3,442 
財 出
源

10 17 教科書等購入費（小学校） 18,728 
等

10 17 教科書等購入費（中学校） 47,354 

計 74,788 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）
なし



一般会計

新規事業概要調書

教育総務部教育施設課

ご;:1二こ；整ら；；!~ こ,~:~::管理費

事業費総額

総合計画の体系

コード L754

根拠法令等

未来（あす）
刷を見つめたま 憤叶財政運営

ちづくり

所沢市公共施設長寿命化計画

基
本公共施設マネジメントの推

仇進

6
9

ー

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、老朽化する受変電設備について、所沢市公共施設長寿命化計両に
基づいて計画的に整備し、施設の安全上適正な管理を図るものである。

なお、令和7年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
・事 項：施設改修工事（東所沢小学校受変電設備改修工事）
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 56,991千円

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

他の自治体においても、施設修繕を計画的に実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科 日 名 称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業
費
及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

‘ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出 56,991 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



新規事業概要調書

一般会計 教育総務部教育施設課

ご;:1悶判；施~:整ら；；!~~~::~:: 管理費

事業費総額

総合計画の体系

コード L754

根拠法令等

未来（あす）
刷を見つめたま 憤叶財政運営

ちづくり

所沢市公共施設長寿命化計画

基
本公共施設マネジメントの推

仇進

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、老朽化する受変電設備について、所沢市公共施設長寿命化計両に
基づいて計画的に整備し、施設の安全上適正な管理を図るものである。

なお、令和7年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率
さ 1 化や工事の品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
・事 項：施設改修工事（南陵中学校受変電設備改修工事）
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 56,397千円

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

他の自治体においても、施設修繕を計画的に実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科 日 名 称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業
費
及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

‘ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出 56,397 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



一般会計

事業概要調書

教育総務部 文化財保膵課

ニこに；；：多文イ：財□立：；；：悶二~!ii, (施工時期の平準化）

事業費総額

総合計画の体系

コード I 562 

根拠法令等

予i靡;I節旦塁塁術・伝 Ii文化財の保護・活用

文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護条例

7
1
 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

本事業は、東川と飛行機新道に架かる国登録有形文化財「旭橋」の電灯復元
を行っものである。

「旭橋」は、昭和5年 (1930年）に、旧所沢飛行場へ通じる飛行機新道にそれ
までの土橋から架け替えられた鉄筋コンクリート造単桁橋で、親柱上にあった
電灯が戦時中の金属供出のため取り外され、現在は台座だけが残っている。

電灯の資料調査を行ったところ、施工当時の設計図面などの資料を発見した
ため、 「航空発祥の地 所沢」の歴史を多くの市民や本市を訪れた方にも体感
してもらえるよう、失われた電灯の復元を行うものである。
令和7年度は、令和6年度に復元製作した電灯を橋へ設置し、市政施行75周年

のところざわまつりにおいて披露する。
なお、令和7年度工事の発注時期及び施工時期等を平準化し、施工体制の効率

化や工事品質確保等を図るため、債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
・事項： 「旭橋」復元電灯設置工事
・期 間：令和7年度まで
・限度額： 3,500千円

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
•本庄市：国登録有形文化財「賀美橋」橋燈の復元

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業
費
及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出 3,500 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



所沢駅西口会計

事業概要調書

街づくり計画部 所沢駅西口区画整理事務所

い 1:~こここ：ここ業費
事業費総額 16,654千円

7
2
 

章1!胃旦9言 I節1市街地整備 lj夏賛賢悶信贔畠いのあ

土地区画整理法、都市計両法、都市再関発法、所沢都市計両事業所
沢駅西口士地区画椴理事業施行に関する条例

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

所沢駅西口士地区画整理事業については、本市の表玄関にふさわしい魅力と
活力ある街を創出するため、所沢駅西口北街区第一種市街地再開発事業との一
体的施行を行うなど、にぎわいと良好な住環境が両立する都市基盤の整備を進
めている。
令和7年度の換地処分に向け、事業の進捗に伴い、街区・画地出来形確認測量

を実施するものである。
また、人件費や資材高騰による工事費等の増加に伴う継続費の総額の変更及

び事業費清算のために期間を変更するものである。

総合計画の体系

一根拠法令等

【継続費】
・期間：平成28年度から令和8年度まで
・総額： 11,065,397千円（補正前） → 11,969,843千円（補正後）
・増額： 904,446千円

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

【近隣自治体における市街地再開発事業と一体的施行の土地区両整理事業】
・東京都中央区：湊二丁目東士地区画整理事業
・東京都中野区：中野二丁目土地区画整理事業

③市民参加の実施の有無とその内容

事業の進捗状況を踏まえ、事業説明会等を開催し、関係者から
意見を聴取する。

款 款名称 科目名称 予算額（千円）

歳

入

④ 計

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

測量委託料費 12 13 16,654 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 16,654 

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

国保会計 健康推進部 国民健康保険課

款 2 項 1 目 1 I説明 01一般被保険者療養給付費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 一般被保険者療養給付費
なし

事業費総額 24,110千円

総合計画の体系 健幸（けんこ
医療保険・医

基

章 う）長寿のま 節
本 保険給付の適正化

療情報 方
コード 341 ち 針

根拠法令等 国民健康保険法
款 款名称 科目名称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）

一般被保険者療養給付費のうち、訪問看護療養費の不足が見込まれるため、

3 県支出金 保険給付費等交付金 24, 110 

歳

増額するものである。
入

73 

【レセプト件数 (1件当たり給付額）】
［当初］ ［年度末見込］

・64歳以下 3,500件 (50,200円） → 3,690件 (51,000円）
・65歳以上 1,500件 (62,800円） → 1,430件 (74,000円）

年度末見込額 294,010,000円

当切エ箆題 ー） 269,900,000日
補正額 24,110,000円

④ 計 24, 110 

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

訪間看護療養費費 18 35 24, 110 

及
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 24, 110 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

他の自治体においても、同様の制度を実施している。 ＼ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

国保会計 健康推進部 国民健康保険課

款 3 項 1 目 1 I説明 01一般被保険者医療給付費分納付金 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 一般被保険者医療給付費分納付金
なし

事業費総額 28,178千円

総合計画の体系 健幸（けんこ
医療保険・医

基． 早 う）長寿のま 節
本 保険給付の適正化

療情報 方
コード 341 ち 針

根拠法令等 国民健康保険法

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）
一般被保険者医療給付費分納付金とは、県が市町村の行う保険給付に要する

款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

5 繰入金
国民健康保険財政調整基金

28,178 

歳
繰入金

費用を交付する財源に充てるため、市町村から徴収する負担金である。
当初見込みに比べ、確定した納付金額が大きく、予算額に不足が生じること 入

から不足分について増額するものである。

74 

④ 計 28,178 

納付金確定額 6,054,899,349円
当初予筵梱 ー） 6,026,722,000円

28,177,349円

事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

一般被保険者医療給付貨分納付金費 18 41 28,178 

及

補正額 28,178,000円
び 歳
そ
の
財
源 出
等

計 28,178 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

他の自治体においても、同様の処理をしている。 ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

国保会計 健康推進部 国民健康保険課

款 3 項 2 目 1 I説明 01一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金
なし

事業費総額 19,356千円

総合計画の体系 健幸（けんこ
医療保険・医

基． 早 う）長寿のま 節
本 保険給付の適正化

療情報 方
コード 341 ち 針

根拠法令等 国民健康保険法

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）
一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金とは、県が市町村の行う保険給付

款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

5 繰入金
国民健康保険財政調整基金

19,356 

歳
繰入金

に要する費用を交付する財源に充てるため、市町村から徴収する負担金であ
る。 入

当初見込みに比べ、確定した納付金額が大きく、予算額に不足が生じること

75 

から、不足分について増額するものである。
④ 計 19,356 
事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）

納付金確定額 2,314,709,316円

貰切王筵額 ー） 2,295,354,000日
19,355,316円

業 一般被保険者後期帥齢者支援金等分
費 18 41 

納付金
19,356 

及
び 歳

補正額 19,356,000円
そ
の
財
源 出
等

計 19,356 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

他の自治体においても、同様の処理をしている。 ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

歳出

⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



事業概要調書

介謹会計 福祉部介護保険課

款 2 項 2 目 l 説明 01介護予防サービス給付費 ③市民参加の実施の有無とその内容

事業名 保険給付事業
なし

事業費総額 56,800千円

総合計画の体系 人と人との絆
基

介護保険制度の安定的な運． 早 節 高齢者福祉
本

を紡ぐまち 方 営コード 144 針

根拠法令等 介護保険法
款 款名称 科 目 名 称 予算額（千円）

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等）
本事業は、介護保険法に基づき、要介護・要支援の認定を受けた被保険者 歳

が、介護保険サービスを利用した際にかかる経費について、利用者負担額を除
いた額の給付を行うものである。 入

当初見込みに比べ、介設予防サービス給付費の給付実績が増加しており、予

76 

算額に不足が見込まれることから不足分について増額するものである。
なお、本補正に当たっては、説明01介護サービス給付費18節31細節居宅介護

サービス給付費の減額により対応し、併せて、国の負担金等の特定財源につい
て、法定負担割合に応じた財源変更を行うものである。

④ 計
事 節 細節 細 節 名 称 予算額（千円）
業

介護予防サービス給付費費 18 31 34,000 

及

【歳出予算補正額】
（款） 2 （項） 1・2 （目） 1 （単位：千円）

項 説明 節・細節 予算現額 補正額 計

び 歳 18 32 介護予防福祉用具購入費 2,800 
そ
の 18 33 介護予防住宅改修費 9,000 
財

1 
01介護サービス 18・31居宅介護サービス

15,386,537 △ 56,800 15,329,737 
給付費 給付費

源 出 18 34 介護予防サービス計画給付費 11,000 
等

18・31介護予防サービス給付費 662,946 34,000 696,946 

2 
01介護予防サー 18・32介謹予防福祉用具購入費 8,504 2,800 11,304 

ビス給付費 18・33介護予防住宅改修費 48,871 9,000 57,871 計 56,800 
18・34介護予防サービス計画給付費 123,006 11,000 134,006 翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

合計 16,229,864 0 16, 229, 864 ヽ 令和7年度（千円） 令和8年度（千円） 令和9年度（千円）

歳入

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 歳出

他の自治体においても、必要に応じて保険給付費の補正を行っている。 ⑤その他（その他必要事項及び添付資料）

なし



令和6年度 12月補正予算補助金等返還金一覧

（単位：千円）

担当課 説 明 名 称 細 節 名 称 事業費

<―般会計>

生活福祉課 中国残留邦人生活支援費 過年度分生活保護費等国庫負担金返還金 7,679 

＂ 生活困窮者自立促進支援事業費 過年度分生活困窮者自立支援負担金返還金 4,688 

＂ ＂ 過年度分生活困窮者自立支援補助金返還金 1,551 

＂ 生活保護事務費 過年度分生活保護費等国庫負担金返還金 520,353 

こども政策課 子ども・子育て支援対策推進費 過年度分妊娠出産子育て支援交付金返還金 5,314 

こども支援課 子育て支援事業費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 6,200 

" 子育て世帯生活支援特別給付金費 過年度分新型コロナウイルスセーフティネット強化交付金返還金 23,563 

" ひとり親家庭福祉対策費 過年度分母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金返還金 159 

＂ " 過年度分児童入所施設措置費等国庫負担金返還金 258 

＂ 
II 過年度分児童入所施設措置費等県費負担金返還金 129 

77 

青少年課 放課後児童健全育成費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 80 

＂ ＂ 過年度分放課後児童健全育成事業補助金返還金 531 

保育幼稚園課 児童福祉運営費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 6,658 

＂ ＂ 過年度分保育対策総合支援事業費補助金返還金 741 

" 私立幼稚園費 過年度分子育てのための施設等利用給付交付金返還金 4,940 

" " 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 8,689 

こども家庭センター 児童家庭相談費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 393 

＂ ＂ 過年度分児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金返還金 180 

＂ 母子保健事業費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 1,004 

" " 過年度分母子保健衛生費補助金返還金 651 

健康管理課 各種予防接種費 過年度分疾病予防事業費等補助金返還金 9,314 

＂ " 過年度分新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金返還金 62,061 

＂ ＂ 過年度分新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金返還金 668 

" ＂ 過年度分新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金返還金 288,127 

<国民健康保険特別会計>

国民健康保険課 補助金等返還金 保険給付費等交付金償還金 116,367 



令和6年度 12月補正予算減額補正一覧（その他事業費の確定等による減分）

（単位：千円）

担 当 課 説 明 名 称 細 節 名 称 事業費

<―般会計>

危機管理室 消防団費 土地借料 △ 1,494 

＂ 災害対策費 総合防災訓練会場設営業務委託料 △ 1,452 

経営企画課 定額減税補足給付金贄 定額減税補足給付金支援業務委託料 △ 50,000 

II II 定額減税補足給付金 △ 269,000 

デジタル戦略課 情報化推進費 手数料 △ 8,860 

＂ 
II ガバメントクラウド接続環境構築委託料 △ 43,257 

＂ ＂ ドメインコントローラ使用料 △ 994 

＂ ＂ 業務改善プラットフォーム使用料 △ 1,200 

文書行政課 文書事務費 オンデマンド印刷機保守委託料 △ 600 

＂ 
II コピー使用料 △ 5,500 
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地域づくり推進課 自治振興費 自治協力報償 △ 2,875 

山口まちづくりセンター 山口まちづくりセンター運営費 士地借料 △ 390 

市民課 戸籍住民基本台帳事務費 窓口業務等委託料 △ 2,398 

II 

＂ 標準準拠システム移行委託料 △ 87,181 

防犯交通安全課 交通対策費 登記委託料 △ 1,048 

福祉総務課 低所得世帯価格高騰重点支援給付金費 低所得世帯価格高騰重点支援給付金支援業務委託料 △ 20,000 

II 

＂ 低所得批帯価格高騰重点支援給付金 △ 92,000 

介護保険課 老人援護対策費 高齢者福祉施設整備費補助金 △ 27,879 

地域福祉センター こどもと福祉の未来館維持管理費 光熱水費 △ 4,400 

こども支援課 児童手当費 児童手当拡充事業業務委託料 △ 10,070 

II 子ども医療対策費 子ども医療費助成対象年齢拡大事業業務委託料 △ 12,760 

＂ 子育て支援事業費 地域子育て支援拠点事業委託料 △ 1,548 

こども家庭センター 母子保健事業費 育児休業等代替人材派遣委託料 △ 4,957 

保健医療課 保健医療対策費 健康づくり情報冊子作成委託料 △ 1,635 



担 当 課 説 明 名 称 細 研艮n 名 称 事業費

国民健康保険課 老人医療費 埼玉県後期高齢者医療広域連合負担金 △ 10,112 

健康管理課 保健センター施設管理費 光熱水費 △ 6,216 

＂ 保健事業費 通信運搬費 △ 3,860 

II II 肝炎ウイルス検診委託料 △ 1,396 

＂ ＂ 骨粗しょう症検診委託料 △ 1,021 

＂ 
II 成人歯科検診委託料 △ 1,080 

II II 封入封絨業務委託料 △ 1,711 

＂ 各種予防接種費 抗体検査委託料 △ 2,289 

II 

＂ 予防接種接種料助成金 △ 2,652 

健康づくり支援課 健康指導費 育児休業等代替人材派遣委託料 △ 4,538 

マチごとエコタウン推進課 環境総務費 公共施設太陽光発電設備借料 △ 47,849 

みどり自然課 みどり推進費 保全緑地用地購入費 △ 5,765 

資源循環推進課 清掃総務事務費 一般廃棄物減量化方策推進業務委託料 △ 1,868 

II II 一般廃棄物処理施設検討支援業務委託料 △ 5,038 
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収集管理事務所 塵芥処理費 一般廃棄物収集運搬業務委託料 △ 1,540 

II 収集管理事業費 燃料費 △ 5,500 

産業振興課 産業振興費 企業立地等奨励金 △ 4,519 

市街地整備課 中心市街地盤備費 電線共同溝幣備工事 △ 12,134 

＂ 市営住宅維持費 施設改修工事（施設整備事業分） △ 2,764 

建設総務課 道路橋りょう管理費 光熱水費 △ 16,201 

道路建設課 北野下富線道路築造費 道路築造工事 △ 65,000 

道路維持課 橋りょう維持費 設計委託料 △ 4,840 

＂ ＂ 橋りょう等長寿命化工事 △ 9,620 

公園課 公園費 公園施設安全点検業務委託料 △ 1,377 

教育総務課 小学校運営費 光熱水費 △ 22,442 

II 要保護及び準要保護児童費（小学校費） 要保護及び準要保護児童就学援助費 △ 11,479 

＂ 特別支援学級運営費（小学校費） 特別支援学級児童就学奨励費 △ 902 

＂ 中学校運営費 光熱水費 △ 13,207 

＂ 要保護及び準要保護生徒費（中学校費） 要保護及び準要保護生徒就学援助費 △ 16,410 

II 特別支援学級運営費（中学校費） 特別支援学級生徒就学奨励費 △ 1,044 



担 当 課 説 明 名 称 細 研艮n 名 称 事業費

教育施設課 小学校施設維持管理費 通信運搬費 △ 894 

II 

＂ ばい煙測定委託料 △ 317 

＂ ＂ 施設改修工事 △ 3,608 

II 中学校施設維持管理費 修繕料（施設） △ 6,730 

＂ ＂ 通信運搬費 △ 394 

＂ 
II ばい煙測定委託料 △ 282 

社会教育課 公民館運営費 光熱水費 △ 20,000 

＂ 公民館施設維持管理費 冷暖房機等保守委託料 △ 1,731 

II 生涯学習推進センター費 光熱水費 △ 1,000 

スポーツ振典課 ナショナルトレーニングセンター事業費 会場借料 △ 1,246 

II 体育施設運営費 光熱水費 △ 5,000 

II II 屋外体育施設受付業務委託料 △ 1,500 

所沢図書館 図書館運営費 光熱水費 △ 7,000 

II II 事務機器借料 △ 7,163 
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＂ 図書館施設維持管理費 清掃委託料 △ 1,295 

II II 施設改修工事 △ 21,120 

保健給食課 学校給食運営費 手数料 △ 1,000 

＂ ＂ 小中学校給食代替食補助金 △ 2,576 

＂ 学校給食施設費 燃料費 △ 2,000 

II 

＂ 光熱水費 △ 9,000 

教育センター 教育センター費 PC管理業務委託料 △ 1,650 

II 

＂ 
コンテンツ配信サービス使用料（デジタル教科書） △ 2,987 

＂ ＂ 教育用コンピュータ等借料 △ 5,441 

II 

＂ 事業用備品費 △ 4,113 



令和6年度地方創生臨時交付金充当事業一覧

担当課 事業名等 説明名称 予算額
地方創生臨時

交付金

経営企画課 定額減税補足給付金（調整給付）支給事業 定額減税補足給付金費 2,378,887 △ 319,000 

福祉総務課 低所得世帯価格高騰重点支援給付金支給事業
低所得世帯価格高騰重点支

606,605 △ 112,000 
援給付金費

保健給食課 小中学校給食費補助事業 学校給食運営費 1,262,993 57,618 

合計 4,248,485 △ 373,382 

（単位：千円）
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